
募集要項等の修正事項（令和 5 年 12 月 27 日） 

【募集要項】 
ページ 項目 修正前 修正後 備考 

17 
第
3/4/(1) 

本事業の上限価格は次のとおりとする。
提案金額が上限価格を超過する場合は失

格とする。 
 
消費税及び地方消費税の額を含む価格

6,645,000 千円 
消費税及び地方消費税の額を除いた価格
6,040,000 千円 

本事業の上限価格は次のとおりとする。小数点
以下は切り捨てとする。 

提案金額が上限価格を超過する場合は失格とす
る。 
 

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 額 を 含 む 価 格  
6,645,000,000 円 6,645,000 千円 
消費税及び地方消費税の額を除いた価格 

6,040,909,090 円 6,040,000 千円 

質問回答 No.4

参照 

21 
第
3/5/(2)/
イ/(ｴ)/a 

a 最新の市の物品購入等指名競争入札参
加資格者名簿に登録されていること。 

a 次の(a)から(c)のいずれかを満たすこと。 
(a) 最新の小松島市一般（指名）競争入札参

加資格者名簿（測量・建設コンサルタント
等業務）に登載されている者であること。 

(b) 最新の小松島市建設工事一般（指名）競

争入札参加資格業者名簿に登載されている
者であること。 

(c) 最新の市の物品購入等指名競争入札参加

資格者名簿に登載されている者であるこ
と。登録されていること。 

質問回答

No.16 参照 

 
  



【要求水準書】 
ページ 項目 修正前 修正後 備考 

12 第 1/5/(4) 

既存小学校校舎及び既存幼稚園園舎
は、一期工事中においても継続して利

用するため、仮設校舎を設置せずに一
期工事を行うこと。また、設計業務、
建設業務及び工事監理業務において

は、既存小学校校舎での教育活動や児
童の通学及び教職員の通勤へ影響が
出ないよう、可能な限り配慮するこ

と。 

既存小学校校舎及び既存幼稚園園舎は、一
期工事中においても継続して利用するた

め、仮設校舎を設置せずに一期工事を行う
こと。また、設計業務、建設業務及び工事監
理業務においては、既存小学校校舎での教

育活動や児童の通学及び教職員の通勤へ影
響が出ないよう、可能な限り配慮すること。 
 ただし、既存小学校屋外プールは、一期工

事期間中の解体も可能とする。屋外プール
は、電気系統及び設備が既存校舎内の一部
と共有されていることから、先行解体を行

う際には関係各課と調整すること。 

質問回答

No.1 参照 

17 第 2/1/(1)/ウ/(ｲ) 

金庫室は耐火金庫としての機能を有
すること。 

金庫室は 1 時間耐火の間仕切り、建具等で
構成耐火金庫としての機能を有すること。 

質問回答

No.50 参照 

19 
第 2/1/(1)/エ
/(ｱ)/【搬入室・
検収室】/a 

食材の搬入口には搬入室（荷受室）を

設け、扉やシャッター等を設置し、外
部からの虫・砂塵等の侵入を防止する
よう十分配慮すること。搬入ヤードに

は、十分な大きさの屋根（3m 程度の庇
等）を設け、搬出入の際に正面及び左
右からの雨の吹込み等を防ぐことが

できるよう工夫すること。また、プラ
ットフォームを設け、トラック等での
搬出入が容易なようにすること。 

食材の搬入口には搬入室（荷受室）を設け、

扉やシャッター等を設置し、外部からの虫・
砂塵等の侵入を防止するよう十分配慮する
こと。搬入ヤードには、十分な大きさの屋根

（3m 程度の庇等）を設け、搬出入の際に正
面及び左右からの雨の吹込み等を防ぐこと
ができるよう工夫すること。また、プラット

フォームを設け、トラック等での搬出入が
容易なようにすること。プラットフォーム
の高さは 2t車標準ロングにあわせたものと

すること。 

質問回答

No.38 参照 

23 第 2/1/(3)/(ｱ)/ｃ 

男女別の更衣室を設置すること。更衣
室は、屋内運動場内部あるいは屋内運

動場と隣接した室とすること。また、
学校行事やイベント等を考慮した配
置とすること。 

男女別の更衣室を設置すること。更衣室は、
同時に 2クラス（各 40 人程度）の利用を想

定し、屋内運動場内部あるいは屋内運動場
と隣接した室とすること。また、学校行事や
イベント等を考慮した配置とすること。 

質問回答

No.62 参照 

24 第 2/1/(3)/(ｲ)/ｃ 

コートは、バスケットボール（ミニバ
スケットボールコート 2 面、）ができ

るよう整備すること（床面のライン含
む）。また、バレーボールネット支柱
立て用床面金具を整備し、そこに、バ

レーボールコートがつくれるよう、ポ
イントを示しておくこと。 

コートは、バスケットボール（ミニバスケッ
トボールコート 2 面、縦 22m～28m、横 12m

～15m 程度）ができるよう整備すること（床
面のライン含む）。また、バレーボールネッ
ト支柱立て用床面金具を整備し、そこに、バ

レーボールコートがつくれるよう、ポイン
トを示しておくこと。 

質問回答

No.65 参照 

26 第 2/1/(5)/(ｱ)/a 

面積は 5,580 ㎡以上とし、目標値を

8,000 ㎡とする。150m トラック 1ヶ所
及び50m直走路並びにサッカーコート
1 面分の広さを確保し、児童が伸び伸

びと体を動かせる広さとすること。 

面積は 5,580 ㎡以上とし、目標値を 8,000 ㎡

とする。150m トラック 1 ヶ所及び 50m 直走
路並びにサッカーコート 1面分（長辺 68m、
短辺 50m 程度）の広さを確保し、児童が伸び

伸びと体を動かせる広さとすること。 

質問回答

No.70 参照 

26 第 2/1/(5)/(ｲ)/ｃ 

※記載なし 面積は約 20 ㎡以上とすること。 質問回答

No.76 参照 

27 第 2/1/(5)/(ｴ)/ｂ 

※記載なし 器具数について、男子は小便器 2つ・個室 1

つ、女子は個室 3つ、多機能トイレはオスト
メイト対応 1つを目安とすること。 

質問回答

No.77 参照 

28 第 2/1/(6)/(ｳ)/e 

スクールバスが敷地内に乗り入れて
停留するための停留所を設けること。
一時停車・転回スペースを想定した箇

所は大型車両対応の舗装とすること。
なお、スクールバス停留所の検討にお
いては警察協議が必要となることに

留意すること。 

30 人乗りの中型スクールバスが敷地内に乗
り入れて停留するための 1 台分の停留所を
1ヶ所設けること。一時停車・転回スペース

を想定した箇所は大型車両対応の舗装とす
ること。なお、スクールバス停留所の検討に
おいては警察協議が必要となることに留意

すること。 

質問回答

No.89 参照 

31 
第 2/2/(1)/④/カ

/(ｱ) 

断水時にもトイレが利用できるよう、
マンホールトイレを設置すること。 

断水時にもトイレが利用できるよう、マン
ホールトイレを設置すること。マンホール

トイレはコンクリート型の貯留槽を地下に
埋め込む汲み取り式の設備とすること。 

質問回答

No.98 参照 

54 第 5/1/(5)/⑥ 

※記載なし ⑥ZEB 化補助金への対応 
ZEB 化補助金に採択された場合、エネルギー
使用量等の各種関連報告書について、設計

企業と適宜連携しながら作成を行うこと。 

質問回答

No.107 参照 



【要求水準書】（続き） 
ページ 項目 修正前 修正後 備考 

別紙 3 - 

- それぞれの位置を別紙 3に追記 質問回答

No.125 参照 

別紙 4 - 

- No.1～23 の基礎形状、寸法を追加 
No.24～28 の記念碑を追加 

質問回答

No.126 参照 

別紙 6 - 

- 上部が真北を指したデータに修正 質問回答

No.36 参照 

別紙 6 - 

- CAD データの公表 質問回答

No.123 参照 

別紙 7 職員室 

特記事項：有線コンセント約 1 基：職員
の座席の配置にあわせること 

特記事項：有線コンセント約 110基：職員の
座席の配置にあわせること - 

別紙 7 屋内運動場 

※記載なし 特記事項：用具庫の空調は不要 質問回答

No.103 参照 

別紙 8 - 

クラスエリア/通級教室/手洗い（壁式、
シングルレバー、混合水栓） 

クラスエリア/通級教室/手洗い（壁式、シン
グルレバー、混合水栓） 

質問回答

No.47 参照 

別紙 8 - 

特別教室エリア/理科室/教師用実験台 
メラミン化粧板 折り畳み水栓 陶器シ
ンク  

数量 4 

特別教室エリア/理科室/生徒用教師用実験
台 メラミン化粧板 折り畳み水栓 陶器
シンク  

数量 4 

 

別紙 8 - 

管理諸室エリア/職員室/ミニキッチン

（シングルレバー水栓、コンロ無） 

管理諸室エリア/職員室/ミニキッチン（シ

ングルレバー混合水栓、コンロ無） 
質問回答

No.53 参照 

別紙 8 - 

管理諸室エリア/事務室/ミニキッチン

（シングルレバー水栓、コンロ無） 

管理諸室エリア/事務室/ミニキッチン（シ

ングルレバー水栓、コンロ無） 
質問回答

No.54 参照 

別紙 8 - 

※記載なし 放課後児童クラブ/放課後児童クラブ職員
室/ミニキッチン（シングルレバー混合水
栓、コンロ無） 

質問回答

No.67 参照 

別紙 8 - 
放課後児童クラブ/放課後児童クラブ職
員室/平面白板 アルミ枠 行事罫付き  
数量 4 

放課後児童クラブ/放課後児童クラブ職員
室/平面白板 アルミ枠 行事罫付き  

数量 2 4 
- 

別紙 8  

放課後児童クラブ/放課後児童クラブ職
員室/収納庫 ３枚ガラス引き違いと戸 

上置き  
数量 8 

放課後児童クラブ/放課後児童クラブ職員
室/収納庫 ３枚ガラス引き違いと戸 上

置き  
数量 3 8 

- 

別紙 8 - 

放課後児童クラブ/放課後児童クラブ職

員室/収納庫 トレー 下置き  
数量 8 

放課後児童クラブ/放課後児童クラブ職員

室/収納庫 トレー 下置き  
数量 3 8 

- 

別紙 8 - 
放課後児童クラブ/放課後児童クラブ職
員室/収納庫 シングルベース  
数量 8 

放課後児童クラブ/放課後児童クラブ職員
室/収納庫 シングルベース  

数量 3 8 
- 

別紙 9 No.64 

2 段式運搬車 配膳ワゴン 2段式運搬車 質問回答

No.59 参照 

別紙 13  

- 別紙 13 敷地周辺フェンス現況図の公表 質問回答

No.127 参照 
 
  



【様式集】 
ページ 項目 修正前 修正後 備考 

様式 
3-5 

～3-9 

 

入札参加資格番号 記載欄を削除 質問回答

No.151 参照 

様式 
10-2 

 

※記載なし 雨水浸透施設 質問回答

No.167 参照 

様式 
10-2 

 

※記載なし 消防水利施設 質問回答

No.168 参照 

様式 
10-2 

 

※記載なし 移設対象物の移動 質問回答

No.169 参照 

 
  



【基本協定書（案）】 
ページ 項目 修正前 修正後 備考 

2 第 6 条第 1項(3) 

代表企業は、本事業を適正かつ確実に
実施するために、本協定及び特定事業

契約（第８条で定義する）に基づく構成
企業の債務について保証するととも
に、市と構成企業の間の調整及び構成

企業の間の調整を円滑に行えるように
協力する。 

代表企業は、第 8条第 1項で定める特定事
業契約の同条第 2 項で定める期日までの締

結及び締結後の同契約内容に従った本事業
の適切な実施のために、各構成企業との間
で必要な調整を行うものとする。本事業を

適正かつ確実に実施するために、本協定及
び特定事業契約（第８条で定義する）に基
づく構成企業の債務について保証するとと

もに、市と構成企業の間の調整及び構成企
業の間の調整を円滑に行えるように協力す
る。 

質問回答

No.170 参照 

4 
第 11 条第 1項、第

2項 

第１１条 構成企業が前条第１項及び
第２項各号のいずれかに該当した場合
においては、帰責事由のある構成企業

は、特定事業契約の締結、成立、解除の
いかんにかかわらず、市の請求により
特定事業契約全部に係る提案価格（消

費税及び地方消費税相当額を含む）の
１０分の１の金額を違約金として、市
に支払う義務を負うものとする。 

２ 前項の違約金は、債務不履行によ
り市が被った損害のうち、当該違約金
により填補されないものがあるとき

は、その部分について市が構成企業に
対して損害賠償の請求を行うことを妨
げないものとする。 

第１１条 構成企業が前第９条第１項各号
又は同条及び第２項各号のいずれかの事由
（以下本条において「当該事由」という。）

に該当した構成企業（以下本条において「当
該企業」という。）場合においては、帰責
事由のある構成企業は、特定事業契約の締

結、成立、解除のいかんにかかわらず、市
の請求により特定事業契約全部に係る提案
価格（消費税及び地方消費税相当額を含む）

の１０分の１の金額を違約金として、市に
支払う義務を負うものとする。 
２ 前項の違約金は、当該事由又は第９条

各項に定める措置により債務不履行により
市が被った損害のうち、当該違約金により
填補されないものがあるときは、その部分

について市が当該企業構成企業に対して損
害賠償の請求を行うことを妨げないものと
する。 

質問回答

No.172 参照

No.173 参照 

 
  



【維持管理業務委託契約書（案）】 
ページ 項目 修正前 修正後 備考 

別紙 3 - 

事業者は、本施設の建設（既存施設の解
体・撤去を含む）及び本施設の維持管理

業務期間中、下記に記載する保険に加入
する、又は建設工事の請負人、維持管理
業務の受託者に加入させなければならな

い。 

事業者は、本施設の建設（既存施設の解体・
撤去を含む）及び本施設の維持管理業務期

間中、下記に記載する保険に加入する、又
は建設工事の請負人、維持管理業務の受託
者に加入させなければならない。 

質問回答

No.176 参照 

 


